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継続性の変更と監査意見
田 中 良 三
1.は じめ に
昭和49年の改正商法および監査特例法は監査制度の強化にある。監査特例法
2条によれば,資 本金5億 円以上の株式会社は計算書類について監査役のほか
会計監査人の監査(以 下 「商法監査」 とい う)を受けなければな らない と規定
している。つまり会計監査人の監査を導入 し,公認会計士の監査意見を株主総
会に反映 させようとす るものである。これに より,公認会計士の監査は証取法
上および商法上の制度 となるのである。
証取法監査において,監 査報告書は無限定適正意見であるのが理想である。
しか し現実には限定意見が多 く,ときには不適正意見が表明されることもある。
商法監査において,公 認会計士協会は 「商法監査に係る監査上の取扱い」(昭
和50年3月15日)を公表 し,会計処理の準拠性,継 続性および表示方法等にお
いて除外事項が1つ で もある場合には,「法令又は定款に違反 し財産及 び損益
の状況を正 しく示 していない旨およびその事由」を記載す ることを要求 してい
るo
限定意見についてみると昭和50年は317社(28.3%),昭和51年は273社(18.
3%),昭和52年は315社(21.0%)である。また限定意見 となる除外事項の内
容をみると昭和51年において会計原則違反(1号 限定)は12社(4.4%),継続
性の変更(2号 限定)は261社(95.6%)であ り,昭和52年度において1号 限
こ　コ
度 は7社(2。2%),2号 限度 は310社(97,8%)である。 この よ うに,継 続性
原稿受領1978年11月8日
(1)藤野信雄稿 「証 券取引法監査意見 の実態 と問題点」,商事法務No.814,昭和53年
9月P.26.
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の変更は監査において重要な問題である。本稿においては,継 続性の問題を(1)
継続性の原則の前提,(2)継続性の変更における正当な理由の内容,(3)継続性の
変更 と監査意見および(4)監査意見の実態 とその問題点にわけて考えてみたい。
ll.継続性 の原則 の前提
企業会計原則の一般原則の五は,「企業会計は,そ の処理の原則及び手続を
毎期継続 して適用 し,みだ りにこれを変更 してはな らない」 とし,さ らに注解
3は,「正当な理由によって,会 計処理の原則又は手続に重要な変更を加えた
ときは,こ れを当該財務諸表に注記 しなければな らない」 と規定 している。 こ
れが継続性の原則 とよばれるものである。継続性の原則は,・会計処理の原則又
は手続(以 下 「会計方法」 とい う)の恣意的な変更による利益操作を排除 し,
財務諸表の期間的比較可能性を保証 し,かつ相対的真実性を支持する重要な原
則である。継続性の原則は,会 計方法 の変更を絶対的に認めない というのでは
な く,変更について正当な理由があればこれを認めるというものである。それ
では 「正当な理由」 とは何であるのか。この点を明確にす るには,ま ず継続性
の原則の前提を検討 してお く必要がある。
継続性の原則は,画 一・的な会計規定を強制する統一会計の ものではな く,一
く　コ
定範囲の選択を認める経理 自由の原則を前提に している。では経理 自由の原則
が とられる理由はどこにあるのであろうか。この点について岩田教授はっぎの
ようにのべている。すなわち,1つ の体具的な手続について普遍的な妥当性を
求めるとい うことは実際上は非常に無理なことである。'具体的な手続になれば
なるほ ど,適用 の範囲は狭 くなるのである。一体会計上の処理方法,手 続 とい
うものは,企 業の実情により,また処理 される項 目の特殊性により,いちじる
じく支配され,制 約されるものであって,そ のすべては理論的な考慮ばか りで
な しに,実 際的な考慮の上に,実 務の うちで慣行 として成立 した ものである。
したがって同じ項 目を処理す るに も種 々の異なる手続が併立する。無論そのな
(2)森 実著r監 査論研究 』,白桃書房,昭 和51年7月,p.156.
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かには正 しい手続ばか りではな く,正 しくない手続 もあ る。けれ ども正 しい手
続 はた った1つ あるわけ ではない。 い くつ も正 しい手続が あるのである。そ の
なかで どの1つ が最 も正 しいか とい うことを一般的にきめ る基準 とい うものは・
存在 しない。た だいい うるこ とは,一 定の条件 の下 で どれ が最 も適合す るか,
どれが一一番適 当か とい うこ とを,個 々の場合 において判定す るこ とがで きるだ
けであ る。 ここに 自由選択を認 め るとい うよ りは,む しろその弊害に も拘わ ら
この
ず認めざるをえない理由があるのである,と。
経理 自由の原則は,会 計方法の自由選択を認めることであるが,こ れを濫用す
ればはなはだ しい弊害を生ずることになる。 そこで注解3は,「1つ の会計事
実について2つ 以上の会計処理の原則又は手続の選択適用が認め られている場
合である」 と規定 している。 したが って継続性の原則の前提は,1つ の会計事
実の会計処理において一般に妥当 と認め られた複数の会計方法が存在 し,その
なかか ら各企業が特定の会計方法を 自由に選択 して もよい とい うことである。
その場合,会 計方法の自由な選択 とはいかなる内容のものであろうか。岩 田
教授 も指摘 しているように,会 計方法の自由な選択 とは,複 数の会計方法のな
かか らどれを選択 してもよいとい うのではな く,当該企業のおかれている一定
の実情ないし条件(会 計環境)の もとに最 も適合すると思われる会計方法を選
択すべきであるという考え方である。森田教授 も向 じ見解をとりつぎのように
のべている。すなわち,あ る会計事実 の会計処理において複数の会計方法が認
め られ るに しても,それ らは一定の実情ないし条件のもとでどれを採用 して も
よいとい う並列的な関係にあるのではな く,異なる事情 ・条件のもとで妥当 と
思われる手続が列挙 されているのであるか ら,各企業はそのなかか ら自らの実
こつ
情に最 も適 した ものを選ぶのだ とい うことにほかな らない,と 。
会計方法の自由な選択について,か かる見解を とるな らば継続性の原則ば必
要であろ うか。当該企業の会計環境が一定であるとの条件のもとに,最 も適合
(3)岩田 巌著r会 計 原則 と監査基準 』,中央 経済社,昭 和30年7月,p.396.
(4)森田哲彌稿 「商法上 の計算 と継続性 の原則 」,ビジネス ・レビュー,第19巻第1号,
昭和46年12月,p.3;
ヒ
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すると思われ る会計方法が企業会計のすべての領域において選択されたな らば,
会計方法の変更はあ りえない。 したがって継続性の原則の存在意味がな くなる。
しか し企業会計のすべての領域において,最 も適合する会計方法を選択するこ
とができるであろ うか。現実には不可能な場合がある。た とえば,減 価償却の
方法や棚卸資産の評価方法である。ζれ らはどのような条件のもとでも同程度
に合理的であ り,そのいずれを選択 した として もよいと考え られるか らである。
森田教授は,か か る見解にたちつぎのようにのべている。すなわち,継続性の
原則の前提である会計方法の選択 とは,同 じ程度に妥当 と思われるい くつかの
仮定の中か ら,任意に(と いって も政策的考慮に もとついているが)あ る工つ
へ ゆ
の仮定を選 び出す こ とにほか な らないか らであ る,と 。
皿.継 続性 の変更におけ る正 当な理 由の内容
継続性の原則 とは経理 自由の原則を前提に している。経理の自由 とは,一 定
の会計環境の もとで当該企業が複数の会計方法のなかか ら最適 と思われる会計'
方法を選択することである。この見解にたてば,会 計方法 の選択 とい うことが
問題にな らないので継続性の原則は無意味になる。
しか し現実には企業会計のすべての領域に最適の会計方法を選択することが,
できない。 このような場合,あ る仮定にもとつ く会計方法が考え られ,た とえ
ば減価償却の方法や棚卸資産の評価方法である。これ らは,ど のような条件の
もとで も同程度 に合理的であ り,いずれを選択 して もよいのである。この見解
にたてば,同 程度の会計方法が存在 し,そ の うちか ら任意の1つ を選択するこ
とができるので,継 続性の原則の存在意義があるとするものである。つまり,
継続性の原則 とは選択 した会計方法を毎期継続 して適用することである。毎期
継続 して適用 しない ときには,同 一の会計事実について異なる利益額が算出さ
れることにな り,財務諸表の期間比較を困難な らしめ,そ の結果,企 業の財務
内容に関する利害関係者の判断を誤 らしめることになる(注 解3)と するもの
(5)「前 掲 論文 」,pp.4--5.
ノ
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である。
それでは第2の 見解にたった場合には,会 計方法の継続的な適用のみで継続
性の変更 とい うことが問題にはな らないであろ うか。先に も指摘 した ように,
第2の 見解でも会計環境が一定 とい うことが前提であ り,会計環境が変化 した
場合には継続性の変更があ りうると考えるのが妥当ではないであろ うか。では
会計環境 とはど うい うものか,会 計環境を明確に定義することは困難であるが,
ここでは1つ の会計事実において会計方法を選択する場合の判断に影響を及ぼ
ゆ
す社会的経済的な諸要因または企業 自体の内的要因であるとしよう。会計環境
が変化 した場合には,従 来の会計方法は もはや最適な会計方法ではな くなって
しまう。そこで従来の会計芳法か ら新 しい会計方法へ変更 し,よ り合理的な結
果が得 られるようにす る必要がある。
会計環境の変化に伴 う会計方法の変更,す なわち継続性の変更は正当な理由
に よる変更 と考えて もよいのではないか。 しか しここで注意すべきことは,会
計環境の変化は当該企業の主観的な認識によるのではな く客観的かつ具体的な
ものでなければな らないとい うことである。
会計環境の変化に よる会計方法 の変更には,た とえばっぎのようなものがあ
る。
(1)賞与引当金について,賞 与支給規定がなかったので暦年基準を とっていた。
しかし,新 しく賞与支給規定を設けたので暦年基準か ら支給対象期間基準へ
変更す る場合
(2》棚卸資産につき先入先出法を採用 していたが,EDPの 採用に伴いプログ
ラムを組むのに便利なように移動平均法へ変更する場合。
(3)連結決算の導入に伴い親会社の評価基準に合せるために,上 場株式の評価
基準を移動平均法にもとつ く原価法か ら低価法へ変更する場合
会計環境が変化 した場合において,従 来の会計方法か らより合理的な会計方
法へ変更 した ときには,正 当な理 由による継続性の変更 としてきた。 しか し会
(6)日本公認会計士協会の会計制度委員会 「「継続性の原則」「特定引当金」等と商法
監査の実施との関連について」
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計環境が変化 した として も,そ こに会計方法の選択の余地がない場合には,そ
れは必然的な変更であ り継続性の変更ではないのである。た とえば,昭 和37年
の商法改正前においては資産の評価は時価以下主義であったが,改 正後は棚卸
資産や有価証券の評価は原価法 または低価法,固 定資産の評価は原価法などと
なった。 この場合,商 法改正による会計方法の変更は,法 律改正に伴 う必然的
な変更である。
会計方法の選択において,当 該企業は一定の会計環境の もとに複数の会計方法
のなかか ら最適な会計方法を選択するものと仮定 してきた。これが理想であ り,
またそ うあるべきである。 しか し現実には必ず しもそ うでないことが多いよう
である。かか る現実を考慮 して,会 計環境に変化がない場合で も従来の会計方
法に くらべて財務内容をより適切に表示する会計方法へ変更す る場合には,そ
の変更は正当な理由によるものに準ずるとして もさしつかえないのではないか。
この見解 にたつ もの としては,た とえば 日下部教授およびAPB意 見No.20
である。 日下部教授に よれば,継 続性の精神か ら考えると公正な会計処理,公
正な期間損益計算,公 正な分配可能利益の算定が行なわれ るような方向への変
更であれば,正 当な理由による変更 と考えて差支えないのであろ う。 よりよき
へ く　ン
会計処理,よ り合理的な計算 とい う方向こそ基本的な判断の基準なのである。
またAPBの 意見N().20は,会計方法を変更した場合にはその旨,利益への影
響額および新 しい会計方法が従来の会計方法 よりも望 ましいこと(preferable)
ゆ
の理由を明確にすることを要求 している。
AUS㏄tion420は期間的比較可能性の観点 よ り会 計 上 の変 更(accounting
change)を取上げ,会 計上の変更が継続性の変更と関係す るもの と関係 しない
もの とをつぎのように分類 してい る。会計上の変更が継続性の変更 と関係ある
ものとしては,会 計原則,会 計実務およびそれ らの適用方法(以 下 「会計方法」
とい う)の変更,報 告単位の変更,会 計方法 の誤 りの訂正および会計上の見積
(7)日下 部 与 市 稿 「継 続 性 の原 則 に 関 す る会 計 の視kと 商 法 の 視 点 」,商 事 法 務N・.
493,昭和44年8月,p.6.
(8)AccountingPrinciplesBoard,OpinionNo.20,"AccountingChanges",(July,
1971),paragraph17.
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りと区分できない会計方法の変更をあげている。 また会計上の変更が継続性の
変更 と関係ない ものとしては,会 計見積 り変更,誤 謬の訂正および区分 ・表示
ノ ゆ
の変更などをあげている。.AUSection420は,会計上の変更の うち継続性 と関
係あるものは会計方法の変更を伴 うものであるとしている。ここで注意すべき
ことが1つ ある。それは会計方法の誤 りの訂正である。会計方法の誤 りの訂正
とは,一 般に認め られない会計方法か ら一般に認め られた会計方法へ変更する
くユ　コ
ことである。かかる変更は継続性の変更ではな く当然の変更である。継続性の
変更とは,一 般に認められたある会計方法か ら一般に認め られた他の会計方法
への変更を意味 しているか らである。
「正当な理由」 とは何かについて,企 業会計審議会は研究会および小委員会
において検討 した ところ,結 局のところ 「正当な理由 とは,積 極的に変更の正
当性を説明しうる理由とい うよりは・,むしろ第3者 を納得させ るに足 る合理的
ご　　ひ
な理由」 とい う幅のある解釈 しかできないことが確認 された。そこで 「正当な
理由」にかえて 「第3者 を納得せ しめるに足 る理由」 とか,「やむをえざる理
由」に置きかえたほ うが よいのではないか とする考え方 もある。
日本公認会計士協会の監査委員会は,「正当な理由にもとつ く会 計処 理 の原
則又は手続の変更について」(昭和50年5月7日)を 公表 し,「正当な理由」に
ついての実務上の1つ の判断基準を示 している。
以上の検討を もとに,会 計方法の変更 と継続性の変更 との関係を要約的に示
す とつぎのようになる。
最も妥当な会計方法の選択響 儒ll難∵ _
噺 叢 罫謙;lll襲
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N.継 続性 の変更 と監査意見
財務諸表規則5条2項 は,「当該会社が採用する会計処理の原則及 び手続 に
ついて,変 更が行なわれた場合には,そ の旨,変 更の理由及び当該変更が財務
諸表に与えている影響の内容を当該財務諸表に注記 しなければな らない」 と規
定 している。ここで影響の内容の注記 とは,影 響を受けた重要な項 目およびそ
の差額の金額を明 らかにすることである(財務諸表規則取扱要領第3)
会計方法の変更は,正 当な理 由による変更 しかな くそれ以外の場合はないは
ずである。だが会計方法の変更が正当な理由に よるか否かの判断は,監 査にお
いて公認会計士が行な うものである。そこで財務諸表の作成の段階では,会 計
方法を変更した場合にはその旨,そ の理由およびその影響の内容を注記す るこ
とを要求 している。つまり変更理由の注記はそれが正当な理 由に よる否かの判
断の資料,変 更の影響内容の注記は財務諸表の期間的比較可能性を保証 し利用
者の判断を誤 らせないようにす るためのものである。
会計方法が変更される場合を類型化 してみ るとつぎのようになる。
.前 期 当 期
(1)妥当でない会計方法→妥当でない会計方法
(2)妥当な会計方法 →妥当でない会計方法
(3)妥当でない会計方法→妥当な会計方法
(4)妥当な会計方法 →妥当な会計方法
会計処理には妥当な会計方法を用いて行な うものであるか ら,(1)は会計原則
への準拠性違反 となる1号限定(監 査証明省令4条3項1号)と しての除外事
項,(2)は1号限定 と継続性の原則違反となる2号 限定(省 令4条3項2号)と
しての除外事項となる,(3)は継続性の変更 とは無関係である。前期の監査報告
(9)AuditingStandardsDivision,CodificationofStatementsonAuditing
Standards(NewYork:AICPA,1978),AUSection42α06-17.
⑩Ibid.,AUSection420.10.
⑪ 中 村 忠 稿 「企 業 会 計 原 則 修 正 案 の解 説(2)」,産業 経 理 第30巻第4号,昭 和45年
4月,p.177.
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書では会計方法が妥当でないとい う除外事項,つ まり1号限定がついていたは
ずである。そ こで当期の監査報告書では付記事項または補足的事項 として,前
期の妥当でない会計方法を正 しく改めた旨を記載す ることがある。 しか しこれ
は除外事項ではな く単なる説明事項に しかす ぎないのである。
(4)は継続性の変更である。継続性の変更につき正当な理由があるか否かを判
断す るにあたって,公 認会計士は先に指摘 した正当な理由,監査証明省令取扱
通達および公認会計士協会の報告書をもとにこれを行なわなければな らない。
継続性の変更が正当な理由による場合にはその旨,正 当な理由に よらない場合
にはその旨,そ の理由および財務諸表に与えていを影響を監査報告書に記載 し,
2号限定 としての除外事項 とす る(監査証明省令4条3項2号)。
「正当な理由」による継続性の変更の場合には,監 査報告書に変更のあった
旨の事実を記載することになっている。 この変更の事実の記載は除外事項であ
ろ うか。渡辺 ・浅地氏は,そ の変更が正当な理由に もとついている場合には監
くユの
査報告書に限定事項として記載 しない ことができるとしている。そ こでこの解
釈にたてば,正 当な理由に よる継続性の変更の場合でも除外事項 として記載 し
てもよい とい うことになる。実務においては,こ の考え方をとっているようで
ある。 日本公認会計士協会の 「商法監査に係 る監査上の取扱い」の注1に おい
て,正 当な理由に基づ く継続性の変更は,証 取法監査における除外事項 とされ
るものであっても,商法監査における監査報告では除外事項 として取 り扱わな.
い,と している。 しか し除外事項は不当な会計方法 の指摘であ り,これを訂正
するより勧告す るものである。 したがって正当な理由による継続性の変更につ
いての 「変更の事実」の注記は,会 計方法の改善を勧告す る余地は全 く存在 し
ない し,また監査意見の表明に影響を与えるものではないか ら,それはいかな
る意味においても除外事項 とはな らない。正当な理由の場合に も変更の旨,そ
の理由および財務諸表に与える影響の内容を記載 したとしても,そ れは除外事
項ではな く付記事項 または補足的説明事項である。両者を明確に区別 して混同
⑫ 渡辺 実 ・浅地芳年共著r財 務諸表規則,監 査証明省令解説』,森山書店,昭 和
33年8月,P.429.
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してはな らないのである。
除外事項の うち重要なものは監査報告書において限定事項となる。 この限定
事項が財務諸表にそれほど重要な影響を及ぼさず,財 政状態および経営成績の
判断を誤 らせない程度 のものであれば,監 査報告書において財務諸表が適正で
あると表明され る。つまり限定事項付適正意見または限定意見である。 しか し
この限定事項が財務諸表に重大な影響を及ぼ している場合には,不 適正意見ま
たは反対意見が表明されるのである。
V.監 査意見 の実態 とそ の問題点
これまでは継続性の変更の監査意見にっいて,理 論的な側面のみを取上げて
きたが,こ こでは監査意見の実態 とその問題点を取上げてみよう。証取法に よ
る昭和52年度(昭 和52年4月1日か ら昭和53年3月31日まで)の 公認会計士の
ぞ　む
監査報告書の内容は 〔表1〕 のとお りである。対象会社1,500社の うち不適正
意見の会社はな くすべて適正意見のものである。適正意見でも無限定適正意見
の ものは1,185社(うち1部 上揚は792社),また限定付適正意見のものは315社
(うち1部 上揚は220社)'である。 限定付適正意見の うち会計原則への準拠性
違反Qも のは7社(う ち1部 上揚は2社),継 続性の原則違反のものは310社
(うち1部 上揚は218社)である◎継続性の変更でも正当な理由によらない も
〔表1〕 (単位会社数)
年 度 合 計 無 限 度 限 定 付 1号限定
2号 限 定
3号限定
器当理害1霧当髄
?
??
?
1,191874
1,5031,230
1,5001,185
317
273
315
?
?
?
?
?
?
302
261
310
4 1
(注)年2回決算会社は2社 として数えている。
2社は1号 限定と2号限定 ともにある。
㈱ 飯野利 夫稿 「限定意見 の意 義 と役割 」,企 業会計 第26巻第10号,
P・28・,
⑭ 藤 野信雄稿 「前 掲論文」,p.26.
昭和49年9月,
、
、
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のと指摘された会社は1つ もなかったのである。
〔表2〕 継続性の変更の内容
(収 益)
工事完成基準から工事進行基準
割賦基準から販売基準
引渡基準から回収基準
その他
(棚卸資産の評価方法)
低価法から原価法
原価法から低価法
低価基準内で原価法の変更
原価基準内で原価法の変更
(固定資産の償却方法)
定額法から定率法
定率法から定額法
その他
(耐用年数)
法定耐用年数から自主耐用年数
自主耐用年数から法定耐用年数
(未経過費用)
現金基準から発生基準
発生基準から現金基準
(試験研究費)
発生時費用麺理ふら繰延資産
繰延資産から発生時費用処理
(繰延資産)
毎期均等額償却から発生時償却
(貸倒引当金)
税法基準から個別対象引当 弓
洗替方式から差額方式
一その他
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
??
?
?
?
?
?
ー
?
?
?
?
3
『?
?
?
??
(賞与引当金)
新設(現金基準から税法基準)
暦年基準から支給対象期間基準
税法基準から支給見込額
支給実績基準から税法基準
その他
(退職給与引当金)
新 設
税法基準から要支給額
退職規定等の改訂に伴なう変更
要支給額から年金現価
要支給額から税法基準
その他
(事業 税)
現金基準から発生基準
(価格変動準備金)
新 設
損金経理方式から利益処分法式
設定取止め
税法限度内から税法限度額
(特別償却準備金)
新 設
損金経理方式から利益処分方式
設定取止め,金額取崩
その他
(諸準借金)
損金経理法式から利益処分方式
設定取止め,金額取崩
その他
(その他)
計
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
」
21
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
4
13
3
84
414
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継続性の変更は315社であるが,そ の変更の内容を示 したのが 〔表2〕 であ
る。先にも指適 した ように,継 続性の変更には正当な理由によるものと正当な
理由によらないものとがある。正当な理由によるものとしては,会 計環境の変
化に よる必然的な変更,会 計環境が変化 しない場合でも妥当な会計方法か らよ
り妥当な会計方法への変更の場合がある。会計環境の変化による会計方法の変
更 として,た とえば賞与引当金については労働協約に よる賞与支給規定が設け
られた ことに伴い暦年基準か ら支給対象期間基準への変更,ま た退職給与引当
金については労働協約に より退職規定等の改訂に伴い退職一一時金方式か ら年金
方式への変更がある。
妥当な会計方法か らより妥当な会計方法への変更には,収 益計上基準の工事
完成基準か ら工事進行基準への変更,割 賦基準か ら販売基準への変更,未 経過
費や事業税の現金基準か ら発生基準への変吏,試 験研究費の発生時費用処理か
ら繰延資産への変更,貸 倒引当金の税法基準か ち個別対象引当への変更・賞与
引当金の税法基準か ら支給見込額への変更,退 職給与引当金の税法基準か ら要
支給額へ,ま た要支給額か ら年金原価への変更および各種準備金の損金算入方
式か ら利益処分方式への変更がある。
賞与引当金や退職給与引当金の設定とは現金基準か ら発生基準への変更であ
る。賞与や退職金は,本 来は発生基準で処理すべきものであるが現金基準で処
理されていた。厳密に言 うとこれは誤った会計方法を訂正 したにすぎないので
ある。 しか し賞与や退職金を現金基準で処理す ることも一般的に行なわれてい
た ことを考慮 して,監 査慣行としてはかかる会計方法の変更をも妥当な会計方
ぐユ　ひ
法か らより妥当な会計方法への変更 としている。
しか し実務においては,継 続性の変更のなかにも正当な理由によるものと認
めがたいものがある。たとえば収益計上の引渡基準が ら回収基準への変更,試
験研究費の繰延資産か ら発生時費用処理への変更,繰 延資産の毎期均等額償却
か ら発生時償却への変更,賞 与引当金の支給実績基準か ら税法基準への変更,
⑮ 「前掲論文」,p.28の資料を要約 した もので あ る.
⑯ 日本 公認会計士協会編r例 解会計監査 報告書』,第1法 規,昭 和52年4月,p.111.
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退職給与引当金の要支給額か ら税法基準への変更および各種準備金の設定取止
め全額取崩 しである。そ してこれ らの項 目の変更について,そ の変更の理由を
明示 しているものはほんのわずかである。ある化学工業の場合である。
監査報告書(適 正)(限 度付)
「新製品等の開発に要 した試験研究費につき繰延経理をやめ期間費用 として処
理す ることに変更 した。」
〔損益計算書脚注〕
「試験研究費については,前 期 まで繰延経理を行っていたが,企 業財務の堅
実化を図るべ く当期 より期間費用 として処理す る事に変更 した。従来の処理を
した場合の繰延試験研究費は722,000千円である」
租税特別措置法上の各種準備金の経理方法の変更と準備金の全額取崩 しを考
えてみ よう。措置法の規定に より認め られている範囲内の金額を準備金として
設定 した場合には,こ れは会計原則に準拠 した会計処理 とみなされる(監 査証
明省令取扱通達4-4),そしてこの準備金を取崩 した場合には2号 限度 とな り,
またその変更が財務諸表に著 しい影響を与える場合には,そ の変更は正当な理
由に よるものとはみなされないのである(省令取扱通達4-5)。そ こで各種準
備金を取崩すにあたっては,そ の変更が財務諸表に著 しい影響を及ぼさない こ
とを証明する必要がある。 この証明のわず らわ しさをさけ,か つ準備金の全額
を取崩すために,損 金経理方式か ら利益処分方式への変更が行なわれるのであ
る。 この変更は正当な理由によるものとみなされるか らである(省 令取扱通達
4-6)。
継続性の変更のなかで1番 問題になるのは,棚 卸資産の評価方法の変更 と固
定資産の減価償却方法の変更である。棚卸資産の評価方法の変更としては原価
法か ら低価法へ,低 価法か ら原価法へ,原 価法においても移動平均法か ら総平
均法へ,後 入先出法か ら総平均法へ,総 平均法か ら後入先出法へ,総 平均法に
よる低価法か ら後入先出法による原価法へと種 々である。評価方法の変更にお
いて,正 当な理由と考え られるものには,た とえばつぎのものがある。連結決
算の導入により,親会社の評価基準にあわせて棚卸資産の評価方法を移動平均
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法にもとつ く原価法か ら低価法へ変更 した場合とか,EDPの 採用に伴いプP
グラムを組むのに便利なように先入先出法か ら移動平均法へ変更 した場合。
同一産業内で同じ理由であっても変更方法が異なっていることもある。一方
は総平均法による低価法かゐ後入先出法に よる原価法へ,他 は移動平均法によ
る低価法か ら移動平均法による原価法への変更である。
「国際商岨である亜鉛価格の変動の実態を考慮 し,亜鉛にかかる棚卸資産の
評価方法を当期 より総平均法に よる低価法か ら後入先出法による原価法に変更
した。 これに より棚卸資産の増加額は1,672,994千円である」
「鉛 ・亜鉛系たな卸資産については,移 動平均法による原価法を採用 してお
ります。従来低価法を採用 してお りましたが,近 時価格の変動が大巾かつ頻繁
となったため,期 間損益が歪め られる結果 となったので原価法に改めました。
この変更による影響は3,237百万円であ ります」
その他の会社は,変 更の事実のみで変更の理由を明示 してあるものはほ とん
どないといった状態である。
.減価償却方法の変更については定額法か ら定率法へ,定 率法か ら定額法へ,
定額法 または定率法か ら運航距離比例法への変更である。運航距離比例法への
変更は海運業にみ られるものである。定額法か ら定率法への変更理由としては,
技術革新に対処す るとかまたは企業財務の健全化のためとかい う,ものである。
「苛性 ソーダ製造用機械装匿については経済環境の変化,技 術革新等に対処
し,費用配分の適正化を図るために,従 来の定額法償却を定率法償却に改めま
した。 これにょり当期の減価償却費は775,378千円増加 しました」それにたい
して,定 率法か ら定額法への変更理由としては著 しい技術革新が期待できない
ことや操業度が継続的に低下する見通 しとなった ことをあげている。
「従来定率法によっていたが,繊 維業界においては設備投資が鎮静化 した こ
と,著 しい技術革新が期待できな くなったこと,自主操短不況カルテル等の実
施に より操業度が継続的に低下す る見通 しとなったこと等により定額法による
均等償却が費用配分上 より合理的であると判断 し,繊維部門の機械装置につい
ては,当 期より定額法に変更 した。 この変更に より減価償却実施額は3,106百
52 商 学 討 究 第29巻 第3号
万円減少した」
調査によると定額法から定率法への変更の場合には減価償却費が増加し,ま
た定率法から定額法への変更の場合には減価償却費が減少している。また景気
変動の影響を受けやすい産業ほど償却方法の変更をしば しば行っている。ある
製鉄所の場合はつぎのようである。
昭和45年9月 京浜製鉄所の機械及び装置の償却方法を定額法か ら定率法へ
変更
昭和49年3月 福山製鉄所の製鉄 ・製銅設備の償却方法を定額法から定率法
へ変更
昭和49年9月 福山製鉄所圧延設備の1部及び富山新潟両電気製鉄所合金鉄
製造設備の償却方法を定額法か ら定率法へ変更
昭和50年3月 福山製鉄所圧延設備の1部めっき設備及び子安肥料製造設備
の鮮却方法を定額法か ら定率法へ変更
昭和51年3月 京浜製鉄所の有形固定資産の償却方法を定率法か ら定額法へ
変更
昭和52年3月 福山製鉄所の有形固定資産の償却方法を定率法か ら定額法へ
変更,
減価償却費22,912百万円減少
この会社は好景気で業績の良い時期には利益を過小に計上するために定額法
か ら定率法へ変更 し,また不景気にな り業績が悪化 して くると定率法か ら定額
法へ変更 して利益を捻出している。減価償却の方法を変更す ることによって利
益操作を していたのである。 しか し変更の理由は明示されていな く,また公認
会計士はその変更を正当なもの として認めている。第3者 にとっては,償 却方
法の変更が どうして正当な理由に よるのか理解に苦 しむ ところである。
財務諸表規則では,会 計方法を変更 した場合にはその旨,変 更の理由および
財務諸表に与えている影響の内容を注記す ることになってい る(5条2項)。
しか し実務において,会 計方法が変更された場合に,そ の変更理由を明示 して
あるものはほとんどないのである。 また監査証明省令では,会 計方法が変更さ
?
?
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れた場合でもその変更が正当な理由によるものであれば,変 更の事実のみを監
査報告書に記載すれば よい ことになっている(4条3項2号)。 ここに 問題 が
ある。会計方法の変更についての理由を財務諸表に注記 していな くても,公認
会計士がその変更は正当な理由によるものであると認めた場合には,会 計方法
の変更の内容のいかんにかかわ らずすべて正当な理由にタる変更 として取扱わ
れるのである。監査報告書の実態はそれを物語 らている。
かか る欠陥を除去す るためには,公 認会計士は,会 計方法が変更された場合
へ
にその変更理由を財務諸表に注記 していないときには3号 限定 とし,またその
変更を正当なものと認めた ときにはその理由を積極的に表明すべきである。先
に も指摘 したように,「正当な理由」 とは,「第3老 を納得せ しめるに足る理由」
とい う意味であるので,公 認会計士の正当な理由についての判断を公表 し,判
例批判と同じように監査報告書批判を受けてもよいのではないか と思 うのであ
る。
M.お わ りに
継続性の変更における正当な理由についての理論的な考察およびその理論に
もとづき監査報告書を検討 してみた。
監査報告書によれば,対 象会社1,500社のうち310社は継続性の変更による
2号限定 となってお り,またそのすべてが正当な理由によるものとされていた。
監査論においては,正 当な理由に よる継続性の変更の場合には,そ の変更の事
実を記載 したとしてもそれにより会計方法の改善を勧告する余地は全 く存在 し
ない し,また監査意見の表明に影響を与えるものではない。 したがって継続性
の変更の事実を監査報告書に記載 したとしても,それは付記事項 または補足的
説明事項であって限定事項ではないのである。
正当な理由に よる継続性の変更 としていた監査報告書を検討 してみたところ,
賞与引当金や退職引当金などのより妥当な会計方法か ら妥当な会計方法への変
更は,2号 限定であると同時に1号 限定である。減価償却方法の変更について
は,定 額法か ら定率法への変更は利益の過小計上,定 率法か ら定額法への変更
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は利益の過大計上 となっている。償却方法の変更の場合,な かには正当な理由
によるものと思われ るものがあるが,そ の変更の大部分のものは利益操作を 目
的としているようにみ うけ られる。償却方法の変更において,公 認会計士がそ
の変更を正当な理由に よるものと認めた場合にはその旨を監査報告書に記載す
ることになっている。 しか し現実には償却方法の変更理由を財務諸表に明示 し
ていない し,また監査報告書にも記載 していない。公認会計士の判断基準を明
確にす るためにも,償却方法の変更を正当と認めた場合には正当と認めた理由
の根拠を監査報告書に記載 させるように義務づけるべきである。現状を改善 し,
、監査報告書の信頼を回復するためには この方法 しかないように思われる。
財務諸表監査において,公 認会計士の任務は2っ あ り,それは批判的な側面
と指導的な側面である。すなわち,公 認会計士の任務は監査の結果につきその
正否を判断す ることだけで終 るものではない。妥当でない点を発見した場合に
は,そ れをそのままに しないで訂正するように勧告する。そ して正 しい財務諸
表を作成 し,公表す るよう指導 してい く。 このように,批 判をす るばか りでな
しに悪い点を修正す るように指導す ることが,財 務諸表監査における公認会計
士の重要な任務である。監査においては,表 面的にはやは り批判的な要素があ
らわれて くる。 しか しなが らその裏面には公認会計士の当然の任務 として指導
勧告す るとい う積極的な機能が含 まれていることを忘れては な らない の であ
く　　ひ
る。 ま こ とに 訓 示 に とん だ 言 葉 で あ る。
t(1978
.11.8)
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